
平成１６年情報通信に関する現状報告　正誤表
平成16年12月28日現在

頁 章・節・項 正 誤

3 第1章 第1節 要旨
【進化するネットワーク
インフラ】

ブロードバンド契約数は約1,500万契約とな
り、2,600万人以上がブロードバンドを利用し
ている。

ブロードバンド契約数は約1,500万契約とな
り、3,000万人以上がブロードバンドを利用し
ている。

5 第1章 第1節
１　進化するネットワー
クインフラ

(1) 世界最高水準のブ
ロードバンド

ブロードバンド（FTTH、DSL、ケーブルイン
ターネット、無線（FWA等））利用人口は、平成
15年末現在で2,607万人（対前年比33.4%増。
人口普及率は20.4%）と推計される。ブロード
バンド利用者はインターネット利用人口7,730
万人中33.7%を占め、既にインターネット利用
者の3人に1人以上がブロードバンドを利用し
ている。

ブロードバンド（FTTH、DSL、ケーブルイン
ターネット、無線（FWA等））利用人口は、平
成15年末現在で3,032万人（対前年度比
55.1%増。人口普及率は23.8%）と推計され
る。ブロードバンド利用者はインターネット利
用人口7,730万人中39.2%を占め、既にイン
ターネット利用者の3人に1人以上がブロー
ドバンドを利用している。

23 第1章 第1節
３　ユビキタスネットワー
クへの進化

図表①　ユビキタスネットワークの実現イメー
ジ
（出典）「ネットワークの現状と課題に関する
調査」

図表①　ユビキタスネットワークの実現イ
メージ
（出典）「ネットワークの現状、課題に関する
調査」

47 第1章 第2節
２　国民のネットワーク
活用の今後の展望

(1) ネットワークの利用
意向

図表①　今後の利用目的（複数回答）
　ウェブコンテンツの閲覧（私的）　　69.9％
　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　 43.4％
　メールの送受信（私的）　　　　　　 57.1％
　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　 38.6％

図表①　今後の利用目的（複数回答）
　メールの送受信（私的）　　69.9％
　　　　　　　　　　　　　　　　　 43.4％
　メールの送受信（私的）　　57.1％
　　　　　　　　　　　　　　　　　 38.6％

167 第2章 第2節
６　電気通信サービスに
関する苦情・相談等

図表③　総務省に寄せられた苦情・相談件数
の推移
凡例
　緑　　地方総合通信局等
ピンク　電気通信消費者相談センター

図表③　総務省に寄せられた苦情・相談件
数の推移
凡例
ピンク　地方総合通信局等
　緑　　電気通信消費者相談センター

180 第2章 第4節 ３　郵便局ネットワーク

図表①　郵便を取り扱う施設数の推移
　郵便ポスト　　　　186,200
　郵便切手類販売所・印紙売りさばき所
　　　　　　　　　　　　148,889
　ゆうパック取次所　65,850

（データの追加）

194 第2章 第8節
１　情報通信分野の研
究開発

３　国立大学と企業等と
の情報通信分野の共同
研究

情報通信分野の共同研究は995件（対前年
度比30.4％増）

情報通信分野の共同研究は995件（対前年
比30.4％増）



302 資料編
資料
1-4-4

都道府県情報化指数 ＣＡＴＶ契約数世帯比

都道府県別の自主放送を行う許可施設の加
入世帯数（平成１５年度末）を、住民基本台帳
（平成１５年３月３１日現在）に基づく都道府県
別世帯数で除した数値は、別紙

白書記載の数値は、都道府県別の自主放
送を行う許可施設以外のケーブルテレビを
含めた契約数（平成１５年度末）を、住民基
本台帳（平成１５年３月３１日現在）に基づく
都道府県別世帯数で除した数値

ⅱ 本編目次 第１章第１節１（３）ＩＰ電話とホットスポットの普及
（３）ＩＰ電話と公衆無線ＬＡＮサービス等の普
及

（３）ＩＰ電話とホットスポットの普及

12 第１章 第１節
１　進化するネットワー
クインフラ

（３）ＩＰ電話とホットス
ポットの普及

ホットスポットを全て公衆無線ＬＡＮサービス
等に修正。また、（注）を追加。詳細は別紙２

23 第１章 第１節
３　ユビキタスネットワー
クへの進化

携帯電話等のモバイル端末の利用状況で
は、インターネット対応端末やカメラ付き端末
に代表される高度化されたサービスの普及
が進展しており、公衆無線ＬＡＮサービス等の
提供エリアが拡大される等、いつでもどこでも
インターネットに接続できる環境が整備され
つつある。

携帯電話等のモバイル端末の利用状況で
は、インターネット対応端末やカメラ付き端
末に代表される高度化されたサービスの普
及が進展しており、ホットスポットの整備等、
いつでもどこでもインターネットに接続でき
る環境が整備されつつある。

70 第１章 第３節
２　企業のネットワーク
活用の今後の展望

（１）国内外における新
たなネットワーク活用の
萌芽例

例えば、ある企業では、オフィスには社員の2
割分の執務スペースのみを確保し、その日
の仕事の都合に応じて自宅のパソコンや社
外の公衆無線ＬＡＮサービス等の提供エリ
ア、顧客先等からネットワークに接続して業
務する勤労形態をとっている。

例えば、ある企業では、オフィスには社員の
2割分の執務スペースのみを確保し、その
日の仕事の都合に応じて自宅のパソコンや
社外のホットスポット、顧客先等からネット
ワークに接続して業務する勤労形態をとっ
ている。

88 第１章 第４節
１　ユビキタスネットワー
ク社会の姿

図表③　情報通新社会の進展とユビキタス
ネットワーク社会の独自性
・小型パソコン等を公衆無線ＬＡＮサービス等
の提供エリアでネットワーク接続することが可
能になる

図表③　情報通新社会の進展とユビキタス
ネットワーク社会の独自性
・小型パソコン等をホットスポットでネット
ワーク接続することが可能になる

333 用語解説 ほ

（「ホットスポット」の項目を削除し、索引「こ」
に以下を挿入）
公衆無線ＬＡＮサービス・店舗開放型無線ＬＡ
Ｎサービス
ホテル･レストラン等の店舗や、空港･駅等の
公共空間で、無線LAN等の無線アクセス機
器を設置して提供している高速インターネット
接続サービス

ホットスポット
ホテル･レストラン等の店舗や、空港･駅等
の公共空間で、無線LAN等の無線アクセス
機器を設置し、高速インターネット接続サー
ビスを提供している場所

濱元 


濱元 


http://www.johotsusintokei.soumu.go.jp/whitepaper/ja/h16/list_errata_tmp.pdf
http://www.johotsusintokei.soumu.go.jp/whitepaper/ja/h16/list_errata_tmp2.pdf
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